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トップメッセージ

困難な局面においても企業価値を向上し続ける

代表取締役社長

　2020年は飲料業界にとって、これまで経験したことの
ないたいへん厳しい一年でした。当社においても、新型
コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、業績は厳しい
ものとなりました。そのような厳しい環境下ではあり
ましたが、当社は、「安全・安心」「アジリティ(機敏さ)」
「レジリエンス(強靭さ)」を重視し、ステークホルダーの
みなさまの安全と安心を最優先に、生活必需品である
飲料の供給に努めました。また、コスト削減や対応策を
通じて環境の急激な変化による業績への影響を最小限
に抑えつつ、さらなる事業成長に向け変革の主要施策
を加速させるなど、コントロール可能な分野に注力する
ことで、この前例のない困難な局面を切り抜けることが
できました。

飲料を通じてハッピーなひとときをお届けする

　当社のミッションは「すべての人にハッピーなひととき
をお届けし、価値を創造する」ことです。飲料は、生活
必需品であり、嗜好品でもあります。当社は総合飲料
企業として、安全な製品を安心して飲んでいただける
ようお届けすることはもちろんのこと、イノベーション
の実現により多様化するお客さまのニーズに応えると
ともに、新たな飲用機会の創造に努めています。少子
高齢化による人口減少が背景にある中、国内の飲料
市場は過去25年の間、緩やかに成長しており、2020年
の市場規模は、新型コロナウイルス感染症の影響を
受けたものの、1995年比で約23％拡大しています。
これは、飲用機会の拡大、すなわち、新しい販売チャネル、
カテゴリーやパッケージの出現等によるものです。当社
は、このようなイノベーションの実現により、当社の持続的
な成長および飲料市場の発展に貢献していきたいと
考えています。そしてそれが、ひいては、すべての人に
ハッピーなひとときをお届けすることにつながるものと
信じています。

価値創造に向けた当社の強みと
ビジネスモデルが果たす役割

　当社は、保有する資産・資本と、「ブランド力」「コスト
競争力」「競争力のある人材」「地域社会との深い
関係性」「強固な財務基盤」といった強みを活かし、

ステークホルダーのみなさまにとっての価値を創出し
続けることにコミットしております。そのために、当社は
ザ コカ･コーラ カンパニーと緊密に連携した強固な
バリューチェーンを構築しております。グローバルの
コカ･コーラシステムの一員であることは、国内および
世界中のネットワークを通じて成功事例や経験、知見に
アクセスできる環境にあるということです。このことは、
ブランド力の面だけでなく、あらゆる面において当社の
強みをサポートしてくれます。この強固なバリューチェーンと
当社のボトラーとしてのスケールで、国内のマーケットに
おける提供価値の最大化を図ってまいります。

イノベーションの実現に向けた
ザ コカ･コーラ カンパニーとの連携強化

　事業規模の拡大や組織力の強化に取り組んできたこと
を背景に、ザ コカ･コーラ カンパニーおよび国内の協力
会社とは、従来よりも緊密かつ効果的に連携をとって
おります。1998年以前、日本には17のコカ･コーラボトラー
が存在していましたが、2017年に日本のコカ・コーラ社
製品の数量約9割を担う当社が発足したことが、
コカ･コーラシステムの連携強化と意思決定の迅速化、
イノベーションの強化、戦略の実行力強化に寄与して
いると考えております。

持続的な成長に向け
ビジネスの抜本的な変革に注力

　イノベーションの実現に加え、当社は中長期の持続的
な成長に向け、ビジネスの抜本的な変革を進めて
おります。収益の柱である重要なベンディングチャネルを
含めたバリューチェーン全体のコスト構造の見直し、
手売りチャネルのルートセールスモデルの再構築、多様化
する消費者ニーズへの対応とイノベーション実現に向けた
製造体制の強化、高品質・低コスト・安定供給を実現する
供給ネットワークの構築を目指した「新生プロジェクト」
の展開等です。また、業務プロセスの標準化やデジタル
トランスフォーメーションの推進、人材育成等にも取り
組み、環境の変化に機敏に対応できるレジリエントな
コスト構造の確立を図ってまいります。これらの変革の
実現には、当社のビジネススケールを活かした経営

資源の最適な配分が鍵となります。成長軌道への回帰に
向け、「これまでのやり方は選択肢にない」という考えの
もと、抜本的な変革に取り組んでおります。

短期業績に成果を残す一方、
目線は常に中長期の成長に

　2020年は、新型コロナウイルス感染症の影響により
売上収益は前年から大きくマイナスしましたが、事業
利益は10月に発表した修正計画を上回り、黒字を確保
いたしました。これは、事業環境の急速な変化に対応
したフレキシブルな計画の策定と実行による350億円
を超える大幅なコスト削減の実現など、困難な環境に
おいてもビジネスを守り抜いた結果です。一方で、中長期
の成長に資する変革の取り組みは当初計画よりも前倒し
で進捗しており、固定費の削減を実現するなど、将来に
向けた成果をあげることができました。状況が正常化し
始めたときに、より収益性の高い成長を実現することが
できると期待しております。また、主力の飲料事業に注力
するために事業の簡素化および適正化を図るべく、
2021年2月に、ヘルスケア･スキンケア事業を売却いたし
ました。今後は、飲料事業へ経営資源を集中させること
により、中長期の持続的な成長に向けさらなる事業基盤
の強化を図ってまいります。

新型コロナウイルス感染症への対応と
リスクマネジメントの取り組み

　当社は感染拡大防止策等の包括的な対策をとり
ながら、事業の継続に取り組んでまいりました。生活
必需品である飲料の供給責任を果たすとともに、需要
の大幅な落ち込みに対して事業を守り、キャッシュと
利益を確保すべく、迅速かつフレキシブルに計画を策定・
実行し、即効性のある短期的なコスト削減、一部の投資
の抑制、コストベースを押し下げる変革の主要施策の
加速に注力いたしました。また、地域に根差した企業と
して、日本医師会やフードバンク団体を通じ製品を寄贈
するなど、地域社会をサポートするための迅速な行動
にも努めてまいりました。前例のない危機を乗り越える
べく、あらゆる対策を講じてまいりました。当社は、ERM
(Enterprise Risk Management)を導入しており、リスク

および機会を踏まえた適切な意思決定に努めており
ますが、今後も不透明な環境の継続が見込まれる中、
よりいっそうのERM体制強化に努めてまいります。また、
当社グループのリスクの特定および理解と、組織の目的
や事業計画達成に向けた対策の設定、リスクマネジメント
文化の醸成に向けた活動にも取り組んでまいります。
　新型コロナウイルス感染症の終息には時間がかかる
と見ており、不透明な事業環境が継続することが
見込まれます。また、「ニューノーマル」では、今まで
当たり前だったことが当たり前でなくなり、当社は消費者
の購買行動の変化をはじめとするあらゆる変化に対応
していかなければなりません。事業の継続と利益の確保
に取り組みながらも、この変化を「脅威」としてではなく
「機会」として捉え、新たなニーズや成長機会の獲得に
取り組んでまいります。

ビジネスの成長を支える人材と
コーポレート･ガバナンス

　私がビジネスの基盤として最も重要視しているのは、
人材および組織力です。飲料のプロフェッショナルと
してお客さま・お得意さまと接する営業担当者の育成
はもちろんのこと、グローバルなコカ･コーラシステムの
ネットワークを通じたグローバル人材の活用にも取り
組んでおります。また、一人ひとりが能力を最大限に発揮
できる組織構造の構築、ダイバーシティ＆インクルー
ジョンの強化、多様な働き方の推進等に努めております。
今後も、当社の強みであり当社の未来のための「競争力
のある人材」をさらに強化すべく、積極的に人材育成への
投資を行っていきます。
　コーポレート･ガバナンスの観点では、取締役会の
メンバー9名のうち7名を社外取締役としており、経営
の健全性、透明性および効率性を向上させ、中長期的
な企業価値向上と株主価値の増大に努めるための体制
を構築しております。また、ダイバーシティを重視しており、
ジェンダー、年齢、国籍、複数の分野における経験等、
多様な人材を採用した取締役体制としております。役員
報酬についても、業績連動報酬を重視した報酬構成比率
の設定や株式報酬制度の導入など、中長期的な企業
価値向上および株主さまとの利益意識の共有を促進する
制度としております。今後もさらなるコーポレート・

ガバナンスの向上に向け取り組んでまいります。

CSVの実現に向けて

　当社は、共創価値(CSV：Creating Shared Value)
を経営の根幹とし、社会との共創価値創出に向けた
取り組みを推進しております。20 1 9年には、
日本コカ･コーラ㈱とともに、今後10年間変わらないと
想定される「多様性の尊重」「地域社会」「資源」の3つの
プラットフォームと、直近に取り組むべき9つの重点課題
(マテリアリティ)を特定した「サスティナビリティーフレーム
ワーク」を策定いたしました。これらの各領域はSDGsとも
連動しており、SDGsの達成にも積極的に貢献してまいります。
また、当社は、日本のコカ･コーラシステム独自の目標
「容器の2030年ビジョン」やザ コカ･コーラ カンパニー
がグローバル目標として掲げる「World Without Waste
(廃棄物ゼロ社会)」の実現に向け、リサイクルPET樹脂や
植物由来PET樹脂のパッケージの使用に関する高い目標
を掲げ、完全循環型の「ボトルtoボトル」リサイクルのしくみ
の推進、パッケージの化石燃料への依存度低減、容器
のごみ問題への対処等に取り組んでおります。さらに、
当社は独自の非財務目標「CSV Goals」を設定しており、
ESG目標の実現に向けた活動にも取り組んでおります。

ステークホルダーのみなさまとの対話を
経営の改善に活かす

　私は、株主・投資家のみなさまをはじめとするステーク
ホルダーのみなさまの声を経営の改善に活かしていき
たいと考えており、株主総会、決算説明会、個別面談や
国内外でのイベント等での対話の機会をたいへん貴重
なものと捉えております。2020年は、対面での機会が
とれない時期が続く中、新たな働き方が定着し始めて
きたことを機に、当社の最新状況についてお伝えする
マネジメントからのビデオメッセージの配信を開始
いたしました。また、コミュニケーションの円滑化に向け、
さまざまなデジタル・オンラインツールの活用にも取り
組んでおります。ミッションに掲げるとおり、すべての人に
ハッピーなひとときをお届けし、価値を創造していく
ために、今後も、みなさまとのエンゲージメントを深化
させてまいります。
　引き続き、ご支援のほど、よろしくお願い申しあげます。

カリン・ドラガン
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CFOメッセージ

　2020年は飲料業界にとって、これまで経験したことの
ないたいへん厳しい一年でした。当社においても、新型
コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、業績は厳しい
ものとなりました。そのような厳しい環境下ではあり
ましたが、当社は、「安全・安心」「アジリティ(機敏さ)」
「レジリエンス(強靭さ)」を重視し、ステークホルダーの
みなさまの安全と安心を最優先に、生活必需品である
飲料の供給に努めました。また、コスト削減や対応策を
通じて環境の急激な変化による業績への影響を最小限
に抑えつつ、さらなる事業成長に向け変革の主要施策
を加速させるなど、コントロール可能な分野に注力する
ことで、この前例のない困難な局面を切り抜けることが
できました。

飲料を通じてハッピーなひとときをお届けする

　当社のミッションは「すべての人にハッピーなひととき
をお届けし、価値を創造する」ことです。飲料は、生活
必需品であり、嗜好品でもあります。当社は総合飲料
企業として、安全な製品を安心して飲んでいただける
ようお届けすることはもちろんのこと、イノベーション
の実現により多様化するお客さまのニーズに応えると
ともに、新たな飲用機会の創造に努めています。少子
高齢化による人口減少が背景にある中、国内の飲料
市場は過去25年の間、緩やかに成長しており、2020年
の市場規模は、新型コロナウイルス感染症の影響を
受けたものの、1995年比で約23％拡大しています。
これは、飲用機会の拡大、すなわち、新しい販売チャネル、
カテゴリーやパッケージの出現等によるものです。当社
は、このようなイノベーションの実現により、当社の持続的
な成長および飲料市場の発展に貢献していきたいと
考えています。そしてそれが、ひいては、すべての人に
ハッピーなひとときをお届けすることにつながるものと
信じています。

価値創造に向けた当社の強みと
ビジネスモデルが果たす役割

　当社は、保有する資産・資本と、「ブランド力」「コスト
競争力」「競争力のある人材」「地域社会との深い
関係性」「強固な財務基盤」といった強みを活かし、

ステークホルダーのみなさまにとっての価値を創出し
続けることにコミットしております。そのために、当社は
ザ コカ･コーラ カンパニーと緊密に連携した強固な
バリューチェーンを構築しております。グローバルの
コカ･コーラシステムの一員であることは、国内および
世界中のネットワークを通じて成功事例や経験、知見に
アクセスできる環境にあるということです。このことは、
ブランド力の面だけでなく、あらゆる面において当社の
強みをサポートしてくれます。この強固なバリューチェーンと
当社のボトラーとしてのスケールで、国内のマーケットに
おける提供価値の最大化を図ってまいります。

イノベーションの実現に向けた
ザ コカ･コーラ カンパニーとの連携強化

　事業規模の拡大や組織力の強化に取り組んできたこと
を背景に、ザ コカ･コーラ カンパニーおよび国内の協力
会社とは、従来よりも緊密かつ効果的に連携をとって
おります。1998年以前、日本には17のコカ･コーラボトラー
が存在していましたが、2017年に日本のコカ・コーラ社
製品の数量約9割を担う当社が発足したことが、
コカ･コーラシステムの連携強化と意思決定の迅速化、
イノベーションの強化、戦略の実行力強化に寄与して
いると考えております。

持続的な成長に向け
ビジネスの抜本的な変革に注力

　イノベーションの実現に加え、当社は中長期の持続的
な成長に向け、ビジネスの抜本的な変革を進めて
おります。収益の柱である重要なベンディングチャネルを
含めたバリューチェーン全体のコスト構造の見直し、
手売りチャネルのルートセールスモデルの再構築、多様化
する消費者ニーズへの対応とイノベーション実現に向けた
製造体制の強化、高品質・低コスト・安定供給を実現する
供給ネットワークの構築を目指した「新生プロジェクト」
の展開等です。また、業務プロセスの標準化やデジタル
トランスフォーメーションの推進、人材育成等にも取り
組み、環境の変化に機敏に対応できるレジリエントな
コスト構造の確立を図ってまいります。これらの変革の
実現には、当社のビジネススケールを活かした経営

資源の最適な配分が鍵となります。成長軌道への回帰に
向け、「これまでのやり方は選択肢にない」という考えの
もと、抜本的な変革に取り組んでおります。

短期業績に成果を残す一方、
目線は常に中長期の成長に

　2020年は、新型コロナウイルス感染症の影響により
売上収益は前年から大きくマイナスしましたが、事業
利益は10月に発表した修正計画を上回り、黒字を確保
いたしました。これは、事業環境の急速な変化に対応
したフレキシブルな計画の策定と実行による350億円
を超える大幅なコスト削減の実現など、困難な環境に
おいてもビジネスを守り抜いた結果です。一方で、中長期
の成長に資する変革の取り組みは当初計画よりも前倒し
で進捗しており、固定費の削減を実現するなど、将来に
向けた成果をあげることができました。状況が正常化し
始めたときに、より収益性の高い成長を実現することが
できると期待しております。また、主力の飲料事業に注力
するために事業の簡素化および適正化を図るべく、
2021年2月に、ヘルスケア･スキンケア事業を売却いたし
ました。今後は、飲料事業へ経営資源を集中させること
により、中長期の持続的な成長に向けさらなる事業基盤
の強化を図ってまいります。

新型コロナウイルス感染症への対応と
リスクマネジメントの取り組み

　当社は感染拡大防止策等の包括的な対策をとり
ながら、事業の継続に取り組んでまいりました。生活
必需品である飲料の供給責任を果たすとともに、需要
の大幅な落ち込みに対して事業を守り、キャッシュと
利益を確保すべく、迅速かつフレキシブルに計画を策定・
実行し、即効性のある短期的なコスト削減、一部の投資
の抑制、コストベースを押し下げる変革の主要施策の
加速に注力いたしました。また、地域に根差した企業と
して、日本医師会やフードバンク団体を通じ製品を寄贈
するなど、地域社会をサポートするための迅速な行動
にも努めてまいりました。前例のない危機を乗り越える
べく、あらゆる対策を講じてまいりました。当社は、ERM
(Enterprise Risk Management)を導入しており、リスク

代表取締役副社長 CFO

ビヨン・イヴァル・ウルゲネス
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および機会を踏まえた適切な意思決定に努めており
ますが、今後も不透明な環境の継続が見込まれる中、
よりいっそうのERM体制強化に努めてまいります。また、
当社グループのリスクの特定および理解と、組織の目的
や事業計画達成に向けた対策の設定、リスクマネジメント
文化の醸成に向けた活動にも取り組んでまいります。
　新型コロナウイルス感染症の終息には時間がかかる
と見ており、不透明な事業環境が継続することが
見込まれます。また、「ニューノーマル」では、今まで
当たり前だったことが当たり前でなくなり、当社は消費者
の購買行動の変化をはじめとするあらゆる変化に対応
していかなければなりません。事業の継続と利益の確保
に取り組みながらも、この変化を「脅威」としてではなく
「機会」として捉え、新たなニーズや成長機会の獲得に
取り組んでまいります。

ビジネスの成長を支える人材と
コーポレート･ガバナンス

　私がビジネスの基盤として最も重要視しているのは、
人材および組織力です。飲料のプロフェッショナルと
してお客さま・お得意さまと接する営業担当者の育成
はもちろんのこと、グローバルなコカ･コーラシステムの
ネットワークを通じたグローバル人材の活用にも取り
組んでおります。また、一人ひとりが能力を最大限に発揮
できる組織構造の構築、ダイバーシティ＆インクルー
ジョンの強化、多様な働き方の推進等に努めております。
今後も、当社の強みであり当社の未来のための「競争力
のある人材」をさらに強化すべく、積極的に人材育成への
投資を行っていきます。
　コーポレート･ガバナンスの観点では、取締役会の
メンバー9名のうち7名を社外取締役としており、経営
の健全性、透明性および効率性を向上させ、中長期的
な企業価値向上と株主価値の増大に努めるための体制
を構築しております。また、ダイバーシティを重視しており、
ジェンダー、年齢、国籍、複数の分野における経験等、
多様な人材を採用した取締役体制としております。役員
報酬についても、業績連動報酬を重視した報酬構成比率
の設定や株式報酬制度の導入など、中長期的な企業
価値向上および株主さまとの利益意識の共有を促進する
制度としております。今後もさらなるコーポレート・

ガバナンスの向上に向け取り組んでまいります。

CSVの実現に向けて

　当社は、共創価値(CSV：Creating Shared Value)
を経営の根幹とし、社会との共創価値創出に向けた
取り組みを推進しております。20 1 9年には、
日本コカ･コーラ㈱とともに、今後10年間変わらないと
想定される「多様性の尊重」「地域社会」「資源」の3つの
プラットフォームと、直近に取り組むべき9つの重点課題
(マテリアリティ)を特定した「サスティナビリティーフレーム
ワーク」を策定いたしました。これらの各領域はSDGsとも
連動しており、SDGsの達成にも積極的に貢献してまいります。
また、当社は、日本のコカ･コーラシステム独自の目標
「容器の2030年ビジョン」やザ コカ･コーラ カンパニー
がグローバル目標として掲げる「World Without Waste
(廃棄物ゼロ社会)」の実現に向け、リサイクルPET樹脂や
植物由来PET樹脂のパッケージの使用に関する高い目標
を掲げ、完全循環型の「ボトルtoボトル」リサイクルのしくみ
の推進、パッケージの化石燃料への依存度低減、容器
のごみ問題への対処等に取り組んでおります。さらに、
当社は独自の非財務目標「CSV Goals」を設定しており、
ESG目標の実現に向けた活動にも取り組んでおります。

ステークホルダーのみなさまとの対話を
経営の改善に活かす

　私は、株主・投資家のみなさまをはじめとするステーク
ホルダーのみなさまの声を経営の改善に活かしていき
たいと考えており、株主総会、決算説明会、個別面談や
国内外でのイベント等での対話の機会をたいへん貴重
なものと捉えております。2020年は、対面での機会が
とれない時期が続く中、新たな働き方が定着し始めて
きたことを機に、当社の最新状況についてお伝えする
マネジメントからのビデオメッセージの配信を開始
いたしました。また、コミュニケーションの円滑化に向け、
さまざまなデジタル・オンラインツールの活用にも取り
組んでおります。ミッションに掲げるとおり、すべての人に
ハッピーなひとときをお届けし、価値を創造していく
ために、今後も、みなさまとのエンゲージメントを深化
させてまいります。
　引き続き、ご支援のほど、よろしくお願い申しあげます。

変革の推進とアジャイルで
レジリエントなビジネス基盤の構築により、
株主価値を創出する

2020年の総括

　2020年は、新型コロナウイルス感染症の影響を背景
に需要が大幅に減少したことなどにより、国内の飲料
市場は前年から縮小いたしました。当社におきましては、
新型コロナウイルス感染症や東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会の2021年への延期決定等の
影響を受ける中、対策を講じながら事業活動を継続し
つつ、中期計画の「これまでのやり方は選択肢にない」
という考えのもと、ビジネスの抜本的変革に取り組んで
まいりました。
　2020年の業績につきましては、新型コロナウイルス
感染症等の影響で販売数量が減少したことにより売上
収益は減少したものの、変革の加速や350億円以上の
コスト削減の実現により、事業利益は黒字を確保し、
修正計画を上回って着地いたしました。
　需要の大きな落ち込みが見られる中、当社は、市場環境
の変化にスピーディーに対応した施策に注力してまいり
ました。外出自粛や人の動きの減少、飲食店の休業・営業
時間短縮等の影響を受け、リテール・フード、ベンディング、
コンビニエンスストアの販売数量は前年から減少した
ものの、ドラッグストア・量販店、スーパーマーケット、
オンラインでは、家庭内消費やまとめ買い等の成長機会
の獲得に努めたことにより数量は増加いたしました。新製品
「ファンタ プレミア」シリーズや「ジョージア ラテニスタ」
等の売上貢献もありました。市場シェアにつきましては、
ベンディングの金額シェアは成長モメンタムを維持して
おり、重要なチャネルにおける変革の取り組みの効果が
表れてきていると言えます。また、手売りチャネルの金額
シェアには改善傾向がみられました。これは、第２、第３
四半期の初期のコロナショック後の第４四半期に、販促
投資の水準を回復させるとともに的を絞った販促策の
実行に努めたことなどによるものです。加えてアルコール
ブランド「檸檬堂」は、2019年10月の全エリア展開

以降、売上高単価のプレミアムを維持しながら好調に
推移しており、2020年の販売数量は当初計画を大幅に
上回って着地いたしました。「檸檬堂」は、新たな成長
機会に参入する当社の取り組みのサクセスストーリー
を示しております。
　また、成長軌道への回帰に向け重要となる供給体制に
つきましては、需要の高まりへの対応と、エキサイティング
で革新的な新製品製造のための新技術導入に向け、
アセプティック(無菌充填)製品の製造能力を迅速に
拡張・強化してまいりました。2018年の西日本豪雨により
被災した本郷工場に替わる広島工場を含め、この2年間で
7つの新製造ラインの導入を完了しており、これにより、
課題であった供給体制は正常化し、高速、効率的かつ
高性能な製造能力の基盤が整ったと考えております。
　そのほか基盤強化の取り組みとして、ベンディング
等の重要なチャネルや間接部門のコスト構造の変革、
組織体制の見直し等を進めてまいりました。また、業務
プロセスの標準化やデジタルトランスフォーメーションの
推進、新しい働き方の推進にも取り組むなど、ビジネス
の抜本的な変革を緩めることなく推し進めてまいり
ました。

2021年の見通し

　2021年は、2020年の新型コロナウイルス感染症の
初期影響の反動があり、また、影響が一巡した後には
市場の一定の回復が期待されるものの、ワクチン接種や
市場の回復見込みの時間軸が依然として見通し難く、
不透明な状況が続くと予想されます。このような中、
当社はコントロール可能な分野での取り組みに注力し、
組織改革やデジタル化を含むコスト構造のさらなる
見直し、重点製品やイノベーションへのバランスのとれた
販促活動、売場や市場シェア拡大に向けた顧客志向の
投資の継続等により、成長軌道への回帰に向けた

ビジネスの抜本的な変革を引き続き推し進めてまいり
ます。
　当社は、新型コロナウイルス感染症の影響継続により
消費動向やチャネルミックスが大きく変化する中、
パートナーである日本コカ･コーラ㈱と緊密に連携し、
「成長している領域で成長する」ことにより、「ニュー
ノーマル」においても持続的な成長を目指しております。
成長領域での取り組みのひとつとして、アルコール
カテゴリーでの存在感をさらに高めるべく2020年末
には新製品「檸檬堂 カミソリレモン」を発売し「檸檬堂」
ブランドのラインナップを拡大しており、需要拡大に対応
したアルコール飲料の自社製造能力強化にも取り組んで
おります。このほかにも、「ファンタ プレミア」シリーズの
ラインナップ拡大や機能性表示食品「からだおだやか茶W」
等の高付加価値製品、「ジョージア ラテニスタ」シリーズ
の発売に加え、ヨーロッパ最大※のカフェブランド
「コスタ コーヒー」についても展開を進めるなど、成長
カテゴリーでのさらなる活動強化を図っております。
　販売チャネル別の取り組みとしては、当社にとって
重要なベンディングでは、引き続きROIを重視し、収益性
の高いロケーションへの自動販売機の設置に取り
組むとともに、スマートフォンアプリ「Coke ON」等を
活かしたデジタル戦略により、持続可能な成長を目指
してまいります。また、需要が高まっているオンライン
では、チャネル特性を活かした製品の発売など、取り組み
を強化してまいります。
　また、本年も、アルコール飲料を含む新製品の導入の
ための製造設備や物流施設への投資など、的を絞った
投資を実行してまいります。高品質・低コスト・安定供給
を実現するサプライチェーンネットワークの構築を目指
した「新生プロジェクト」の一環として、大規模自動物流
センター「埼玉メガDC(在庫型物流倉庫)」が2021年２月
に稼働開始しており、2022年末には「明石メガDC」
が竣工予定です。今後、メガＤＣの稼働と同期した営業
拠点や在庫の最適化を実施してまいります。
　さらに、当社のミッション、ビジョン、バリューに基づく
人材戦略の実行、廃棄物ゼロ社会を目指す「容器の2030
年ビジョン」等、社会との共創価値に基づくESG目標の
実現に向けた活動も引き続き進めてまいります。

株主価値向上に向けた財務戦略

　当社は、中期計画において「成長に向けた投資」「資本
の適切な管理・運用」「株主価値の創出」の3つを財務
戦略の柱とし、企業価値の向上に取り組んでおります。
この方針を軸に、環境変化に俊敏に対応できるレジリエント
なコスト構造の確立、業務プロセスの標準化やデジタル
トランスフォーメーション推進等による効率化、資本の
適切な管理・運用の観点でのバランスシートの改善等
の取り組みが重要だと考えております。
　2020年は、新型コロナウイルス感染症による先行きの
不透明さと変化の激しい環境の中で、適切なキャッシュ
ポジションを維持することに注力してまいりました。市場環境
の変化に合わせ自動販売機の新規購入等の投資を抑制
した一方、中長期の成長につながるビジネスモデル変革
への投資は継続してまいりました。また、遊休資産や
政策保有株式の売却により150億円のキャッシュを確保
したことに加え、2021年２月にはヘルスケア・スキンケア
事業のキューサイ㈱の売却を完了し、追加のキャッシュ
約450億円を同年第1四半期に計上いたしました。
　本年も、強固な財務体質の確立、十分な流動性と適切な
キャッシュフローの確保に向け、ROIを意識した設備投資
や配当を含めた資本配分の優先順位を見極めながら、
資本の適切な管理・運用に注力してまいります。
　当社は、2017年の統合以降、安定した配当の支払い、
配当方針の確立、自己株式の取得、社債の発行等、株主
価値の向上を目指したバランスシートの最適化に取り
組んでまいりました。配当につきましては、2020年は
厳しい環境と当社業績を考慮し減配とさせていただき
ましたが、2021年の配当予想につきましては、安定配当
を最優先とするという観点から、2019年と同額の１株
につき中間配当金25円、期末配当金25円とし、年間
配当金を50円に戻す予定です。
　今後も不透明な事業環境が続くことが見込まれ
ますが、ビジネスの抜本的な変革を推し進め、アジャイル
でレジリエントなビジネスの基盤を確立するとともに、
収益性改善とROE向上に向けた努力を継続し、企業
価値の向上に取り組んでまいります。また、不透明な
時期だからこそ、株主・投資家のみなさまをはじめと
するステークホルダーのみなさまとの積極的な対話を
継続してまいります。
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CFOメッセージ マネジメント体制  （2021年３月25日現在）

2020年の総括

　2020年は、新型コロナウイルス感染症の影響を背景
に需要が大幅に減少したことなどにより、国内の飲料
市場は前年から縮小いたしました。当社におきましては、
新型コロナウイルス感染症や東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会の2021年への延期決定等の
影響を受ける中、対策を講じながら事業活動を継続し
つつ、中期計画の「これまでのやり方は選択肢にない」
という考えのもと、ビジネスの抜本的変革に取り組んで
まいりました。
　2020年の業績につきましては、新型コロナウイルス
感染症等の影響で販売数量が減少したことにより売上
収益は減少したものの、変革の加速や350億円以上の
コスト削減の実現により、事業利益は黒字を確保し、
修正計画を上回って着地いたしました。
　需要の大きな落ち込みが見られる中、当社は、市場環境
の変化にスピーディーに対応した施策に注力してまいり
ました。外出自粛や人の動きの減少、飲食店の休業・営業
時間短縮等の影響を受け、リテール・フード、ベンディング、
コンビニエンスストアの販売数量は前年から減少した
ものの、ドラッグストア・量販店、スーパーマーケット、
オンラインでは、家庭内消費やまとめ買い等の成長機会
の獲得に努めたことにより数量は増加いたしました。新製品
「ファンタ プレミア」シリーズや「ジョージア ラテニスタ」
等の売上貢献もありました。市場シェアにつきましては、
ベンディングの金額シェアは成長モメンタムを維持して
おり、重要なチャネルにおける変革の取り組みの効果が
表れてきていると言えます。また、手売りチャネルの金額
シェアには改善傾向がみられました。これは、第２、第３
四半期の初期のコロナショック後の第４四半期に、販促
投資の水準を回復させるとともに的を絞った販促策の
実行に努めたことなどによるものです。加えてアルコール
ブランド「檸檬堂」は、2019年10月の全エリア展開

以降、売上高単価のプレミアムを維持しながら好調に
推移しており、2020年の販売数量は当初計画を大幅に
上回って着地いたしました。「檸檬堂」は、新たな成長
機会に参入する当社の取り組みのサクセスストーリー
を示しております。
　また、成長軌道への回帰に向け重要となる供給体制に
つきましては、需要の高まりへの対応と、エキサイティング
で革新的な新製品製造のための新技術導入に向け、
アセプティック(無菌充填)製品の製造能力を迅速に
拡張・強化してまいりました。2018年の西日本豪雨により
被災した本郷工場に替わる広島工場を含め、この2年間で
7つの新製造ラインの導入を完了しており、これにより、
課題であった供給体制は正常化し、高速、効率的かつ
高性能な製造能力の基盤が整ったと考えております。
　そのほか基盤強化の取り組みとして、ベンディング
等の重要なチャネルや間接部門のコスト構造の変革、
組織体制の見直し等を進めてまいりました。また、業務
プロセスの標準化やデジタルトランスフォーメーションの
推進、新しい働き方の推進にも取り組むなど、ビジネス
の抜本的な変革を緩めることなく推し進めてまいり
ました。

2021年の見通し

　2021年は、2020年の新型コロナウイルス感染症の
初期影響の反動があり、また、影響が一巡した後には
市場の一定の回復が期待されるものの、ワクチン接種や
市場の回復見込みの時間軸が依然として見通し難く、
不透明な状況が続くと予想されます。このような中、
当社はコントロール可能な分野での取り組みに注力し、
組織改革やデジタル化を含むコスト構造のさらなる
見直し、重点製品やイノベーションへのバランスのとれた
販促活動、売場や市場シェア拡大に向けた顧客志向の
投資の継続等により、成長軌道への回帰に向けた

ビジネスの抜本的な変革を引き続き推し進めてまいり
ます。
　当社は、新型コロナウイルス感染症の影響継続により
消費動向やチャネルミックスが大きく変化する中、
パートナーである日本コカ･コーラ㈱と緊密に連携し、
「成長している領域で成長する」ことにより、「ニュー
ノーマル」においても持続的な成長を目指しております。
成長領域での取り組みのひとつとして、アルコール
カテゴリーでの存在感をさらに高めるべく2020年末
には新製品「檸檬堂 カミソリレモン」を発売し「檸檬堂」
ブランドのラインナップを拡大しており、需要拡大に対応
したアルコール飲料の自社製造能力強化にも取り組んで
おります。このほかにも、「ファンタ プレミア」シリーズの
ラインナップ拡大や機能性表示食品「からだおだやか茶W」
等の高付加価値製品、「ジョージア ラテニスタ」シリーズ
の発売に加え、ヨーロッパ最大※のカフェブランド
「コスタ コーヒー」についても展開を進めるなど、成長
カテゴリーでのさらなる活動強化を図っております。
　販売チャネル別の取り組みとしては、当社にとって
重要なベンディングでは、引き続きROIを重視し、収益性
の高いロケーションへの自動販売機の設置に取り
組むとともに、スマートフォンアプリ「Coke ON」等を
活かしたデジタル戦略により、持続可能な成長を目指
してまいります。また、需要が高まっているオンライン
では、チャネル特性を活かした製品の発売など、取り組み
を強化してまいります。
　また、本年も、アルコール飲料を含む新製品の導入の
ための製造設備や物流施設への投資など、的を絞った
投資を実行してまいります。高品質・低コスト・安定供給
を実現するサプライチェーンネットワークの構築を目指
した「新生プロジェクト」の一環として、大規模自動物流
センター「埼玉メガDC(在庫型物流倉庫)」が2021年２月
に稼働開始しており、2022年末には「明石メガDC」
が竣工予定です。今後、メガＤＣの稼働と同期した営業
拠点や在庫の最適化を実施してまいります。
　さらに、当社のミッション、ビジョン、バリューに基づく
人材戦略の実行、廃棄物ゼロ社会を目指す「容器の2030
年ビジョン」等、社会との共創価値に基づくESG目標の
実現に向けた活動も引き続き進めてまいります。

株主価値向上に向けた財務戦略

　当社は、中期計画において「成長に向けた投資」「資本
の適切な管理・運用」「株主価値の創出」の3つを財務
戦略の柱とし、企業価値の向上に取り組んでおります。
この方針を軸に、環境変化に俊敏に対応できるレジリエント
なコスト構造の確立、業務プロセスの標準化やデジタル
トランスフォーメーション推進等による効率化、資本の
適切な管理・運用の観点でのバランスシートの改善等
の取り組みが重要だと考えております。
　2020年は、新型コロナウイルス感染症による先行きの
不透明さと変化の激しい環境の中で、適切なキャッシュ
ポジションを維持することに注力してまいりました。市場環境
の変化に合わせ自動販売機の新規購入等の投資を抑制
した一方、中長期の成長につながるビジネスモデル変革
への投資は継続してまいりました。また、遊休資産や
政策保有株式の売却により150億円のキャッシュを確保
したことに加え、2021年２月にはヘルスケア・スキンケア
事業のキューサイ㈱の売却を完了し、追加のキャッシュ
約450億円を同年第1四半期に計上いたしました。
　本年も、強固な財務体質の確立、十分な流動性と適切な
キャッシュフローの確保に向け、ROIを意識した設備投資
や配当を含めた資本配分の優先順位を見極めながら、
資本の適切な管理・運用に注力してまいります。
　当社は、2017年の統合以降、安定した配当の支払い、
配当方針の確立、自己株式の取得、社債の発行等、株主
価値の向上を目指したバランスシートの最適化に取り
組んでまいりました。配当につきましては、2020年は
厳しい環境と当社業績を考慮し減配とさせていただき
ましたが、2021年の配当予想につきましては、安定配当
を最優先とするという観点から、2019年と同額の１株
につき中間配当金25円、期末配当金25円とし、年間
配当金を50円に戻す予定です。
　今後も不透明な事業環境が続くことが見込まれ
ますが、ビジネスの抜本的な変革を推し進め、アジャイル
でレジリエントなビジネスの基盤を確立するとともに、
収益性改善とROE向上に向けた努力を継続し、企業
価値の向上に取り組んでまいります。また、不透明な
時期だからこそ、株主・投資家のみなさまをはじめと
するステークホルダーのみなさまとの積極的な対話を
継続してまいります。

※出典：2019年ユーロモニター調べ 店舗数ベース

日本を含む世界のコカ･コーラボトラー
に約20年間従事。
直近では、ザ コカ･コーラ カンパニーの
ボトリング投資グループプレジデント
を務める。

欧州・中東・アフリカおよび日本の
コカ･コーラシステムにおいて、
ファイナンスの経験をもつ。
直近では、ザ コカ･コーラ カンパニー 
欧州・中東・アフリカ（EMEA）グループ
の副財務ディレクターを務める。

ソニー㈱でのマネジメント経験と
グローバルな知見を有し、また、
コカ･コーライーストジャパン㈱の
社外取締役も歴任。

日用消費財業界でのマーケティング、
マネジメント、組織・人材育成など
の豊富な経験をもつ。これまでに、
米プロクター・アンド・ギャンブル社の
役員、ダイソン㈱や日本トイザらス㈱
の代表取締役等を務める。

日本のコカ･コーラボトラーに約15年
従事。
現在は、みちのくコカ･コーラボトリング㈱
の代表取締役社長を務める。

ザ コカ･コーラ カンパニーの経営や
全世界のコカ・コーラボトラーを統括
するボトリング投資グループの代表
として長年コカ･コーラビジネスに
携わってきた経験をもつ。現在は、
コカ･コーラ ヨーロピアンパートナーズ※

の取締役を務める。
※コカ･コーラ ユーロパシフィックパートナーズ
に社名変更

多国籍企業でのITやサプライチェーン
の経験をもつ。日産自動車㈱および
西本Wismettacホールディングス㈱
における豊富なマネジメント経験や
監査経験をもつ。

自身でファイナンスに関する
コンサルティング会社を経営する
など財務および経理に関する
豊富な経験をもつ。これまでに、
リーマン・ブラザーズ証券会社の
日本法 人のマネジメント等を
務 める。

ザ コカ･コーラ カンパニーのボトリング
投資グループにおいてさまざまな
分野で強いリーダーシップを発揮する
とともに、アジア地区のグローバル
な会社経営経験をもつ。現在は、
同社中国・モンゴルオペレーティング
ユニットのプレジデントを務める。

代表取締役社長
カリン・ドラガン

代表取締役副社長 CFO
ビヨン・イヴァル・ウルゲネス

社外取締役　独立役員
吉岡 浩

社外取締役　独立役員
和田 浩子

社外取締役　独立役員
谷村 広和

社外取締役（監査等委員）
イリアル・フィナン

社外取締役（監査等委員）　独立役員
行徳 セルソ

社外取締役（監査等委員）　独立役員
濱田 奈巳

社外取締役（監査等委員）
バムシー・モハン・タティ

C
F
O
メ
ッ
セ
ー
ジ 

／ 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
語
る
価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー



　2020年は、首都圏エリアのスーパーマーケット、ドラッグストア・
量販店において、コカ･コーラブランドの500ml PETに替わる、
新しいサイズの350ml PETと700ml PETをテスト販売しました。
即時消費向け、少人数の家庭向け等、お客さまのニーズにこれまで
以上にお応えすべく、価格と容器サイズを販売チャネルごとに差別化
しています。テスト販売では、お客さまの購入機会の増加などの
効果が見られており、2021年は、この新しい容器サイズを「ファンタ」
「スプライト」「カナダドライ ジンジャーエール」といった炭酸製品で
全国展開しています。

　当社は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対し、消費者のみなさま、お得意さま、従業員およびコミュニティの
安全と健康を確保していくことを最優先とし活動しています。困難な時期ではあるものの、私たちのミッションに基づいて、
すべての人にハッピーなひとときをお届けすべく、包括的な対策を行いつつ安全・安心な製品の供給を継続することにより、
日常生活に必要不可欠な製品・サービスの提供に努めています。また、当社は、製品(飲料)を通じてさまざまな地域社会への
支援を実施しており、今後も取り組みを継続してまいります。

新型コロナウイルス感染症への対応状況 新工場「広島工場」の稼働開始
　2018年7月の西日本豪雨による浸水被害を受け稼働を停止した、広島県
「本郷工場」に替わる新工場として、2020年6月に「広島工場」が稼働を開始
しました。広島工場は、小型・大型PETボトル飲料の高速製造が可能な2つ
のアセプティックライン(無菌充填が可能な製造ライン)を備えており、従来
の本郷工場と比較して約1.5倍の製造能力を有しています。また、PETボトル
の元となるプリフォームやキャップ、ケースカートンの資材自動倉庫からの
自動搬送や、自動型替システムによる多品種への対応、遠隔監視システム
でのライン全体の稼働状況のモニタリング等が可能となっており、
設備の自動化推進や最新のIoT技術の導入に取り組むことで、低コスト
オペレーションの実現を図っております。広島工場は、中国・四国エリア
における製品供給の中核を担ってまいります。

　2019年10月に全エリアで販売を開始したアルコール飲料「檸檬堂」
は、酒場のおいしさに学んだこだわりレモンサワーです。2020年には
「檸檬堂 定番レモン」がレモンサワーカテゴリーで市場シェアNo.1※を獲得
するなど、お客さまから高い評価をいただいています。2020年12月には
アルコール度数9％、レモン果汁9％で、無糖の甘くない「檸檬堂 カミソリ
レモン」を発売しました。さらに、2021年4月には「檸檬堂 ホームランサイズ」
として、「定番レモン」と「カミソリレモン」の500ml 缶を発売しており、
ロイヤルカスタマーやファンの拡大に努めています。今後、ブランドポート
フォリオと自社製造能力を
強化することで、アルコール
カテゴリーでの存在感をさら
に拡大していきます。

アルコール飲料「檸檬堂」の拡大

成長を推進する新しい容器サイズの展開（350ml PET、700ml PET）

全エリア展開パイロット販売（九州）

百万
ケース

「檸檬堂」 累計販売数量　新型コロナウイルス感染症の影響による家庭内需要の
増加に対応すべく、主に急速に成長しているオンライン
チャネル向けに、ケース販売やまとめ買い促進、ラベルレス
製品展開等の新しい施策を機動的に導入しました。
　ベンディングチャネルでは、自動販売機の製品選択ボタン
等の接触部を抗ウイルス・抗菌フィルムで覆うなど、消費者
のみなさまの安心感を高める取り組みを実施しました。

「with コロナ」における営業活動

　全社員にスマートフォンや、WEBカメラを搭載した
パソコンを貸与し、ICT(情報通信技術)を活用することで
在宅勤務へのスムーズな移行を行うことができました。
また、コアタイムのないスーパーフレックスの導入や、拠点
約100ヵ所へのサテライトオフィス設置、営業担当者の
直行直帰拡大、自転車通勤推進など、柔軟な働き方を促進
する環境整備や制度導入に積極的に取り組みました。

柔軟性のある働き方

　新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中、地域社会
への支援として、当社製品約8万ケース（約192万本）
を医療機関、フードバンクなどに寄贈しました。当社は、
必要に応じて地域社会のみなさまのサポートに迅速に
取り組んでいます。

製品寄贈

2018年
5月

2020年
12月

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

累計販売数量
1,000万ケース以上

※出典：インテージ (2020年1月～12月、沖縄除く全国、チューハイ市場350ml 缶SKU別、金額ベース)
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2020年～2021年上期のハイライト TOPICSTOPICS
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